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【背景・目的】新潟県は全国の中でも自殺死亡率が高く

推移している。当村は 2007 年以降 10 年間の平均自殺死

亡率が 50 を超えて男女比は約 7：3 であり、「こころの

健康づくり」と表現して普及啓発を行っていたが、男性

や新規の参加者が少なく課題であった。2012 年に行った

村の住民アンケート結果では、住民が期待する取組につ

いて、自殺予防に関する正しい知識の普及が 40.2％と一

番関心が高かった。 
村では、2012 年度から官民協働で話し合い「自殺防止」

という言葉を用いた普及啓発を行っている。本研究では、

自殺防止という言葉を用いて行った官民協働事業が男性

や住民への普及啓発に与えた影響について考察する。 
 
【方法】2012～2017 年度に実施した自殺防止官民協働事

業のうち、村の企業や団体から協力が得られた 2014 年度

「大橋フラワーロード大作戦」事業について分析対象とし

た。 
 
【結果】村のシンボル的な大橋に、元気になれるメッセ

ージの寄せ書きと花を添えた計 41 プランターを展示し

た。県の自殺対策推進月間である 9 月中に寄せ書きを集

め、9 月 22 日に花植え・設置を行い、11 月 18 日まで展

示した。 
・協力団体：自殺防止という言葉を用いて保健師が村内

企業や住民組織、保健福祉関連施設・事業に出向き、村の

自殺の現状と事業趣旨の説明、協力依頼を行った。計 41
か所から協力を得た。男性参加があったのは 33 団体であ

った。行方不明者の捜索活動も担う消防団員からは「村

外からの自殺は、団でも課題だ。各団分のプランターが

欲しい」と男性約 357 人規模の協力申し出があった。 
・寄せ書き内容：自殺防止の普及啓発を広めるため、SST
（社会生活技能訓練）を活用した「元気になれるメッセ

ージ」をプランターに募った。精神保健活動の経験や学

びを豊富に有する特定非営利活動法人の発想から、白色

プランターを活用した取り組みであった。 
・寄せ書きの参加状況：メッセージは 200 以上が集まっ

た。個人や団体で考えた言葉や挿絵があった。メッセー

ジには、１人で抱えず相談を促す言葉が複数あった。家

族や仲間・相談先が味方であることや、緊張ほぐしや休

みことを促す言葉、相手や自分の事を認める言葉、焦ら

ないで良い等の安心させる言葉等があった。 
幼児～高齢者、子育て世代、働き盛り世代、介護を担う

世代がいた。消防団などでは自殺防止を話題にしながら、

一人ずつ書き込んでいた。「例をくれ」と言った男性は、

職場や家庭で言葉を考えて記入があった。 
・花植え参加者：約 100 名のうち 30 名が男性で、議員や

区長、住民組織や村役場から男性参加があった。 
・見学者：本事業協力者、その家族や友人、観光客等。 
 
【考察】自殺防止という言葉を用いて出向いた活動は、

企業勤めの男性や住民が、自殺の現状や村・保健所が相

談窓口であることを知る直接的な機会につながったと考

えられる。 
参加者からの「元気になれるメッセージ」には、孤立し

ない事、相手や自分を認めて認知を変える事、安心言葉

等が書かれていた。自殺と関連のあるうつ病に有効とさ

れる認知行動療法や SST、リカバリー（回復）の視点が

入った言葉と考えられる。男性・住民は寄せ書きの書き

込みや見学を通して、自殺防止に有効な精神保健におけ

る問題解決型の技法に触れる機会になったと考える。 
 

【結論】精神保健活動の経験と学びを有する特定非営利

活動法人との官民協働は、行政と違った自殺防止事業へ

の新たな視点や切り口、技法等を広げた。自殺防止とい

う言葉を用いた官民協働事業は、男性・住民が自殺の現

状や相談窓口を知る機会につながり、自殺防止に有効な

精神保健における問題解決型の技法を用いた住民参加型

の普及啓発事業につながったと考えられる。 
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